
政

Ｆｉ提供

　無料Ｗｉ－

策

Ｆｉを整備したことに

推

より、公共施設利用者

進

の利便性が向上するこ

係

とに加え、市内におけるＷｉ－Ｆｉ環境

成果
普及率が増加し、本市の魅力向上に繋がった。またＷｉ－Ｆｉログイン後に刈谷市観光協会ホームページへと遷移する仕

組みを整備し、本市の魅力を効果的に情報発信することができた。参加するイベントを、より定住促進に効果的なものに

限定することで効率化を図ることができた。

　個々に蓄積したノウハウの共有や、様々な魅力の掛け合わせなどが効果的であることから、部署間の連携体制を強化し

ていく必要がある。また市内向け・市外向けというような、よりターゲットを絞った魅力発信をしていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 水野家ゆかりのまち交流事業数（回） 4 4 4 4 4
指標
成果 これからも刈谷市に住み続けたいと思っている市民 ― 86.5 ― 90.0 90.0
指標 の割合（％）

【無料Ｗｉ－Ｆｉ整備済みの周辺自治体】
他市との 安城市、東浦町、西尾市
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,139 4,176 2,804 7,915 合計 2,803,675 円
旅費 923,06

Ｄ

0 円

財
　
源

特定財源

　

477 358 94 47

　

需用費 95,999 

　

円
役務費 277,61

Ｏ

6 円

一般財源 4,6

　

62 3,818 2,7

　

10 7,868 委託料

∧

528,436 円
使

　

用料及び賃借料 947

　

,244 円

職員人件

実

費　② 1,939 2,

　

700 2,310 3,

　

408 負担金、補助及

施

び
交付金 31,320

　

 円

総事業費（①＋②

　

） 7,078 6,87

∨

6 5,114 11,323

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 消耗品売上収入

３年度以降の事業費見込 0

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 情報共

和

有
施策体系

施策の内容

元

広報・広聴の充実

目
　

年

　
　
的

　刈谷が持つ地

度

域資源の魅力を市内外

評

へ発信

主
た
る
内
容

○市

価

内外イベントでの魅力

）

発信
し、住みたい、住

刈

み続けたい、訪れてみ

谷

たい ○水野家ゆかりの

市

まちとの交流
まちを目

事

指し、定住人口の増加

務

へ繋げる。 ○無料Ｗｉ

事

－Ｆｉ環境整備及び提

業

供
○シティセールスの

評

調査研究

位
置
づ
け

関連

価

計画

根拠法令

対象者 対

シ

象者を限定せず 事業期

ー

間 平成２６年度 ～

実施

ト

方法 ■直営　□委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２９

企

年度実績 ３０年度実績

画

元年度実績 ２年度計画

財

・イベントでの魅力発

政

信　11 ・イベントで

部

の魅力発信　7回・イ

一

ベントでの魅力発信　

般

5回・イベントでの魅

会

力発信　5回
回 ・水野

計

家ゆかりのまち交流 ・

刈

水野家ゆかりのまち交

谷

流 ・水野家ゆかりのま

の

ち交流
・水野家ゆかり

魅

のまち交流 　　福山市

力

、新宮市、結城市 　　

発

福山市、新宮市、結城

信

市 　（新型コロナウイ

事

ルス感染
　　福山市、

業

新宮市、結城市 　　　

担

　　　　　　　延べ4

当

回　　　　　　　　　

課

　延べ4回症の影響に

企

より中止）
　　　　　

画

　　　　　延べ4回・

政

魅力啓発用被服販売 ・

策

魅力啓発用被服販売 ・

課

魅力啓発用被服販売
・

款

魅力啓発用被服販売 ・

項

無料Ｗｉ－Ｆｉ整備 ・

目

無料Ｗｉ－Ｆｉ整備 ・

担

無料Ｗｉ－Ｆｉ提供
・

当

無料Ｗｉ－Ｆｉ整備 　

係

　公共施設5施設（9

経

箇所） 　　公共施設3

営

施設（4箇所） ・市制

管

施行70周年ＰＲ
　　

理

認証システム構築、公

係

共 　　設置 　　設置
　

2

  施設3施設（6箇

1

所）設置 ・無料Ｗｉ－

2

Ｆｉ提供 ・無料Ｗｉ－



策推進係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　個々

令

の事業の啓発ではなく

和

、行政サービスの様々

２

な分野
・法的業務

高い

年

を横串した情報を市内

度

外へ発信でき、本市の

（

持っている多
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

くの魅力をトータルで

元

啓発できる事業である

年

。また、目的
・市民生

度

活上必要である　など

評

が定住促進であること

価

から、選ばれるまちを

）

目指した活動
として必

刈

要性は高い。
　本市の

谷

人口の社会移動につい

市

て、子育て世帯が転出

事

傾向
・コストの節減、

務

費用対効果
普通

である

事

ことから、参加するイ

業

ベントは、子育て世帯

評

の参加
効率性 ・執行体

価

制の効率性 が見込まれ

シ

るものに絞り、効果的

ー

な執行体制としている

ト

。
・手段の最適性　な

（

ど

　まずは市が主体と

様

なって情報発信すべき

式

であるが、様々
・市が

２

主体となって実施する

）

普通
な人々や企業など

会

と推進していくことが

計

重要であり、愛着
妥当

名

性 　べき事業であるか

担

が高まってくれば、市

当

民自らがその魅力を発

部

信することが
・総合計

企

画との整合性　など 期

画

待できる。

　定住人口

財

や交流人口の増加が促

政

進されれば、市民が元

部

気

施策への ・施策への

一

貢献度
普通

で地域がに

般

ぎわい、将来にわたり

会

持続可能で、発展でき

計

る
・目標達成度 まちと

刈

なり、市民サービスの

谷

質も向上する。
貢献度

の

・市民サービスへの効

魅

果　など

今後の方向性

力

□拡充　□現状維持　

発

■改善・効率化　□縮

信

小　□終期設定　□休

事

止・廃止

　引き続き、

業

本市の持つ魅力を磨き

担

上げ、情報を広く知ら

当

しめることに加えて、

課

情報を受けた人に魅力

企

を感じてもら
い、「住

画

む」「訪れる」「魅力

政

を他の人に推奨する」

策

など具体的な行動に移

課

してもらえるような効

款

果的な発信・取組
を検

項

討していく必要がある

目

。

担当係

Ｃ
 
　
Ｈ

経

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

営

　
∧
　
評
　
価
　
∨

管理係

2 1 2 政



切な成果測定を目指し、第7次総合計画より定量的な指標設定に意識しつ

つ基本計画の素案を作成した。

　各事務事業の指標の設定が適切であるかどうか継続して検討していく必要がある。社会経済状況等の影響を強く受ける

ような指標等、適切な成果測定が困難な指標が設定されていないか、各担当部署が再点検できる仕組みづくりが必要であ
課題

る。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 事務事業評価シート公開（事業） 849 801 825 800 800
指標
成果 効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合 ― 60.6 ― 61.0 61.0
指標 （％）

施策評価の外部評価：ふじみ野市、朝霞市、鎌倉市
他市との 事例も参照したが、総合計画とマッチした独自性の高い評価シートと外部評価の運用ができた。
比較検証 本市の特徴：他市の行政評価委員会や事業仕分けでは、外部評価委員が事業の方針を決定するが、本市は委

員会で事業の方向性は決定せず、各委員の意見を市自らが再検証し、事業の方針を示す制度となっている。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業

Ｄ

費内訳

事業費　① 37

　

2 309 71 283 合

　

計 70,980 円
旅

　

費 39,080 円

財

Ｏ

　
源

特定財源 0 0 0 0

　

負担金、補助及び
交付

　

金 31,900 円

一

∧

般財源 372 309 7

　

1 283

職員人件費　

　

② 4,265 3,47

実

2 3,466 2,27

　

2

総事業費（①＋②）

　

4,637 3,781

施

3,537 2,555

　

建
設
事
業

全体事業費（

　

単位：千円） 0 元年度

∨

特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 行政経営
施策体系

和

施策の内容 効率的な行

元

政運営

目
　
　
　
的

　第

年

7次総合計画の効率的

度

かつ確実な施策の実

主

評

た
る
内
容

○行政評価の

価

実施
現を図るとともに

）

、より質の高い行政サ

刈

ービ
スの提供や施策・

谷

事務事業の改善・改革

市

に繋
げる。

位
置
づ
け

関

事

連計画 刈谷市行政経営

務

方針、刈谷市行政経営

事

改革プラン

根拠法令 刈

業

谷市自治基本条例

対象

評

者 市、市職員 事業期間

価

平成２３年度 ～

実施方

シ

法 ■直営　□委託　□

ー

指定管理　□補助・助

ト

成　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　

担

事
　
業
　
実
　
績

２９年

当

度実績 ３０年度実績 元

部

年度実績 ２年度計画

・

企

行政評価委員会による

画

外部 ・行政評価委員会

財

による外部 ・第8次総

政

合計画における目標・

部

第8次総合計画を踏ま

一

えた行
　評価の実施 　

般

評価の実施 　指標の設

会

定 　政評価の在り方の

計

検討
　・総合戦略の取

行

組の内部評 　・総合戦

政

略の取組の内部評 ・事

評

務事業評価の実施 ・事

価

務事業評価の実施
　　

推

価に対して実施　 2

進

取組 　　価に対して実

事

施　 1取組 　　一般

業

会計事業    82

担

5事業　　一般会計事

当

業　  800事業
　

課

・施策評価に対して実

企

施 　・施策評価に対し

画

て実施 ・行政評価に関

政

する研修への
　　施策

策

数　　　　　 1施策

課

　　施策数　　　　　

款

 1施策 　参加
・事務

項

事業評価の実施 ・施策

目

評価の実施　　30施

担

策
　　一般会計事業 

当

  844事業 ・事務

係

事業評価の実施
　　一

経

般会計事業 　801

営

事業

　事務事業評価を

管

通して各事務事業につ

理

いての目的、成果を見

係

直すことで、事業の改

2

善を促すとともに職員

1

の意識改革を

成果
図る

1

ことができた。また、

0

第8次総合計画では適



価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　事務事業は税収

令

を主な財源として実施

和

しているため、事
・法

２

的業務
高い

業内容とそ

年

の成果について、市民

度

等への説明責任を果た

（

す
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 必要がある

和

。また、市民満足度の

元

向上などその効果につ

年

い
・市民生活上必要で

度

ある　など ても評価し

評

、事務事業評価シート

価

で分かりやすく公表す

）

る
本事業は、透明性の

刈

向上に資する有効的な

谷

手段である。
　対象事

市

業の見直し、シート作

事

成時期や時間の見直し

務

、作
・コストの節減、

事

費用対効果
普通

業時間

業

の縮減を毎年度実施し

評

ている。今後も職員負

価

担の軽
効率性 ・執行体

シ

制の効率性 減を図りつ

ー

つ、効果的な評価が実

ト

施できる手法を検討し

（

、
・手段の最適性　な

様

ど 改善していく。

　よ

式

り効率的かつ効果的な

２

事務事業の実現へ向け

）

た不断の
・市が主体と

会

なって実施する
高い

見

計

直しを行うためにもセ

名

ルフチェックと外部評

担

価は非常に
妥当性 　べ

当

き事業であるか 重要で

部

あり、市が自ら行政評

企

価を実施することによ

画

って、
・総合計画との

財

整合性　など 自ら改善

政

点を見出すべきもので

部

ある。また、総合計画

一

、自
治基本条例に位置

般

づけられた取組である

会

。
　総合計画の進行管

計

理を行う事業として、

行

最も必要な事業

施策へ

政

の ・施策への貢献度
高

評

い
である。進行管理の

価

結果を活用し、今後の

推

各施策や事務事
・目標

進

達成度 業の貢献度を高

事

めていくために有効な

業

制度運用を図ってい
貢

担

献度 ・市民サービスへ

当

の効果　など く。

今後

課

の方向性 □拡充　□現

企

状維持　■改善・効率

画

化　□縮小　□終期設

政

定　□休止・廃止

　第

策

7次刈谷市総合計画は

課

2020年までの計画

款

であり、現在第8次総

項

合計画の策定に向けた

目

検討を進めている。今

担

後、刈
谷市総合計画審

当

議会において計画の実

係

効性等の協議を進めて

経

いく中で、これまでの

営

外部評価の実績を踏ま

管

えた、より
効果的かつ

理

効率的な評価手法を検

係

討していく。

2 1 10

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　



1

既存事業の検証

　衣浦

1

定住自立圏域の各自治

0

体がＳＤＧｓと地方自治体のまちづくりについて考えるきっかけにするため、内閣府の委員

成果
等も務めている株式会社ローカルファースト研究所代表取締役の関幸子氏を講師として招聘し、「ＳＤＧｓと地方創生」

をテーマに講演会を開催した。

　次期ビジョンの策定に向けた新規事業の検討及び既存事業の検証を実施した。

　次期共生ビジョンの策定に当たり、圏域全体の安心感や魅力の向上を図るため、定住自立圏における新たな取組を検討

する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 衣浦定住自立圏共生ビジョン懇談会開催回数（回） 12 5 10 10 10
指標
成果 衣浦定住自立圏共生ビジョンに掲げる事業実施率（ 96.4 100.0 100.0 100.0 100.0
指標 ％）

西尾市定住自立圏共生ビジョン     5事業
他市との 南信州定住自立圏共生ビジョン　　42事業
比較検証 みのかも定住自立圏共生ビジョン　25事業

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 372 65 251 488 合計 250,888 円
委託料 245,388 円

財
　
源

特定

Ｄ

財源 0 0 0 0 使用料及

　

び賃借料 5,500 

　

円

一般財源 372 65

　

251 488

職員人件

Ｏ

費　② 1,241 1,

　

234 1,232 1,

　

212

総事業費（①＋

∧

②） 1,613 1,2

　

99 1,483 1,7

　

00

建
設
事
業

全体事業

実

費（単位：千円） 0 元

　

年度特定財源名称

元年

　

度までの累積事業費 0

施

３年度以降の事業費見

　

込 0

　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 計画推

令

進

基本施策 行政経営
施

和

策体系
施策の内容 広域

元

行政・広域連携の推進

年

目
　
　
　
的

　知立市、

度

高浜市及び東浦町とで

評

形成する衣

主
た
る
内
容

価

○衣浦定住自立圏共生

）

ビジョンの進捗管理及

刈

 
浦定住自立圏の中心

谷

市として関係市町と連

市

携 　び更新
し、圏域全

事

体の安心感や利便性の

務

向上を図る ○衣浦定住

事

自立圏講演会の開催
と

業

ともに、相互のつなが

評

りを強め、郷土への 〇

価

衣浦定住自立圏ホーム

シ

ページによる情報発
誇

ー

りを創出し、豊かに暮

ト

らすことができる地 　

（

信
域づくりを進める。

様

位
置
づ
け

関連計画 衣浦

式

定住自立圏共生ビジョ

１

ン

根拠法令 定住自立圏

）

構想推進要綱

対象者 市

会

民、圏域住民 事業期間

計

平成２４年度 ～

実施方

名

法 ■直営　■委託　□

担

指定管理　□補助・助

当

成　□その他

部 企画財政部

一般

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２９年

計

度実績 ３０年度実績 元

衣

年度実績 ２年度計画

・

浦

衣浦定住自立圏共生ビ

定

ジョ ・衣浦定住自立圏

住

共生ビジョ ・衣浦定住

自

自立圏共生ビジョ ・衣

立

浦定住自立圏共生ビジ

圏

ョ
　ン懇談会の実施 　

連

ン懇談会の実施 　ン懇

携

談会の実施 　ン懇談会

事

の実施
・衣浦定住自立

業

圏推進講演会 ・衣浦定

担

住自立圏推進講演会 ・

当

衣浦定住自立圏推進講

課

演会 ・衣浦定住自立圏

企

推進講演会
　の実施 　

画

の実施 　の実施 　の実

政

施
・衣浦定住自立圏ホ

策

ームペー ・衣浦定住自

課

立圏ホームペー ・衣浦

款

定住自立圏ホームペー

項

・衣浦定住自立圏ホー

目

ムペー
　ジによる情報

担

発信 　ジによる情報発

当

信 　ジによる情報発信

係

　ジによる情報発信
・

政

次期共生ビジョンの策

策

定に ・次期共生ビジョ

推

ンの策定に
　向けた新

進

規事業の検討及び 　向

係

けた新規事業の検討及

2

び
　既存事業の検証 　



1

　
価
　
∨

0

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　少子高齢

令

化、人口減少などの社

和

会状況下において、す

２

べ
・法的業務

高い
ての

年

市町村がフルセットの

度

生活機能を確保するこ

（

とは困難
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 であ

和

る。そうした状況の中

元

で広域連携は、本市と

年

構成市町
・市民生活上

度

必要である　など が役

評

割分担し生活に必要な

価

都市機能を確保すると

）

ともに、
生活利便性や

刈

地域の魅力の向上を図

谷

る有効な手段である。

市

　本市は、圏域の中心

事

市であることから、職

務

員の負担が構
・コスト

事

の節減、費用対効果
普

業

通
成市町と比較して大

評

きくなった。しかし、

価

圏域で事業を推
効率性

シ

・執行体制の効率性 進

ー

することで、本市のみ

ト

でなく圏域で費用を分

（

担すること
・手段の最

様

適性　など もでき、一

式

定の効果を上げること

２

ができた。

　定住自立

）

圏構想では、市のみで

会

なく民間事業者も主体

計

と
・市が主体となって

名

実施する
普通

なって事

担

業を推進することが望

当

まれる。また、総合計

部

画と
妥当性 　べき事業

企

であるか の整合性につ

画

いては、生活に必要な

財

機能の共同処理や機能

政

・総合計画との整合性

部

　など 分担を実施し、

一

圏域全体の利便性の向

般

上や魅力の創出を図
る

会

施策と位置づけられて

計

いる。
　総合計画に掲

衣

げる｢広域で共同又は

浦

連携している事業数｣

定

施策への ・施策への貢

住

献度
普通

の目標値に到

自

達する取組を実施でき

立

た。しかし、市民サー

圏

・目標達成度 ビスへの

連

効果については、事業

携

を実施する中で把握す

事

る必
貢献度 ・市民サー

業

ビスへの効果　など 要

担

がある。

今後の方向性

当

□拡充　■現状維持　

課

□改善・効率化　□縮

企

小　□終期設定　□休

画

止・廃止

　衣浦定住画

政

自立圏共生ビジョンに

策

掲げる取組を着実に推

課

策進するとともに、次

款

期共生ビジョンの策定

項

に向けて構成
市町と連

目

携しながら引き続き協

担

議を進めていく。
　衣

当

浦定住自立圏の魅力や

係

取組事業を広く発信す

政

ることで、圏域内の定

策

住促進を図る。

推進係

2

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

1

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評



理

る。
課題

指標名称（単

係

位）
実績値 目標値

２９

2

年度 ３０年度 元年度 ２

1

年度 ４年度

活動 都市施

1

設管理協会が管理する施設数（施設） 22 24 24 23 23
指標

 
指標

岡崎市：一般財団法人岡崎パブリックサービス
他市との 豊田市：公益財団法人豊田市文化振興財団
比較検証 西尾市：西尾市都市施設管理協会

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,465 27,476 29,796 27,721 合計 29,795,984 円
委託料 29,795,984 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 25,465 27,476 29,796 27,721

職員人件費　② 15,587 15,585 15,557 15,297

総事業費（①＋②） 41,052 43,061 45,353 43,018

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 行政経

和

営
施策体系

施策の内容

元

効率的な行政運営

目
　

年

　
　
的

　市が設置し、

度

又は運営する施設の目

評

的を効

主
た
る
内
容

○都

価

市施設管理協会との連

）

絡・調整
果的に達成し

刈

、市の発展と市民の福

谷

祉増進に 　予算・決算

市

管理、資産管理
寄与す

事

る。 　職員の雇用に関

務

する業務全般
　規約等

事

の制定、改廃事務
　
○

業

都市施設管理協会事務

評

局の運営に関する業
務

価

委託
　事務所施設の管

シ

理
　役員・監査員等の

ー

報酬
　臨時職員の雇用

ト

位
置
づ
け

関連計画  

根

（

拠法令  

対象者 都市施

様

設管理協会が管理する

式

施設 事業期間 平成１４

１

年度 ～

実施方法 □直営

）

　■委託　□指定管理

会

　□補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 企画財政

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２９年度実績 ３

一

０年度実績 元年度実績

般

２年度計画

・都市施設

会

管理協会運営等委 ・都

計

市施設管理協会運営等

都

委 ・都市施設管理協会

市

運営等委 ・都市施設管

施

理協会運営等委
　託内

設

訳 　託内訳 　託内訳 　

管

託内訳
　　事務局の運

理

営管理 　　事務局の運

協

営管理 　　事務局の運

会

営管理 　　事務局の運

運

営管理
　　役員・監査

営

員の報酬 　　役員・監

委

査員の報酬 　　役員・

託

監査員の報酬 　　役員

事

・監査員の報酬
　　臨

業

時職員の雇用3人 　　

担

臨時職員の雇用3人 　

当

　臨時職員の雇用3人

課

　　臨時職員の雇用3

企

人

　公共施設に関する

画

知識、経験を有する高

政

齢者の活用により、安

策

定した施設管理を行っ

課

ているとともに、高齢

款

者雇用の創

成果
出とい

項

う政策効果及び経費節

目

減に貢献した。

　適正

担

かつ効果的な業務運営

当

を実施していくために

係

、都市施設管理協会の

経

業務内容や体制の見直

営

しを行い、更なる改善

管

を

図っていく必要があ



じ、市政情報の発信や地域のニュース・トピックスを届けることによる地域の活性化、

成果
まちづくりに貢献した。

・市民のコミュニティＦＭに対する認知度向上方法の検討

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 衣浦東部地区を中心に広域で共同又は連携している 10 10 10 10 10
指標 事業数（事業）
成果 効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合 ― 60.6 61 61 61
指標 （％）

コミュニティＦＭ番組制作負担金（平成31年度予算）
他市との 碧南市　5,464,933円、安城市　9,765,092円、知立市　4,509,330円
比較検証 （衣浦東部広域行政圏協議会処務規定に基づき、均等割、人口割、面積割で算出）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,528 8,187 7,569 7,639 合計 7,568,601 円
旅費 4,140 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 7,564,461 円

一般財源 7,528 8,187 7,569 7,639

職

Ｄ

員人件費　② 775 7

　

72 770 91

総事業

　

費（①＋②） 8,30

　

3 8,959 8,33

Ｏ

9 7,730

建
設
事
業

　

全体事業費（単位：千

　

円） 0 元年度特定財源

∧

名称

元年度までの累積

　

事業費 0

３年度以降の

　

事業費見込 0

実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 計画推進

基本施策

令

行政経営
施策体系

施策

和

の内容 広域行政・広域

元

連携の推進

目
　
　
　
的

年

　碧南市、安城市、知

度

立市及び高浜市と連携

評

主
た
る
内
容

○衣浦東部

価

広域行政圏協議会にお

）

ける広域課
を図りなが

刈

ら、高度化・多様化す

谷

る市民ニー 題の検討、

市

行政圏計画の推進
ズへ

事

の対応や行財政の効率

務

化を目指す。 ○コミュ

事

ニティＦＭ番組の制作

業

位
置
づ
け

関連計画 衣浦

評

東部広域連携推進ビジ

価

ョン（第4次広域行政

シ

圏計画）

根拠法令 衣浦

ー

東部広域行政圏協議会

ト

規約

対象者 対象者を限

（

定せず 事業期間 ～

実施

様

方法 ■直営　□委託　

式

□指定管理　□補助・

１

助成　■その他

）

会計名 担当部 企

Ｂ

画

　
事
　
業
　
実
　
績

２９

財

年度実績 ３０年度実績

政

元年度実績 ２年度計画

部

・衣浦東部広域行政圏

一

協議会 ・衣浦東部広域

般

行政圏協議会 ・衣浦東

会

部広域行政圏協議会 ・

計

衣浦東部広域行政圏協

広

議会
　負担金　60,

域

200円 　負担金　6

行

0,000円 　負担金

政

　62,100円 　負

事

担金　60,900円

業

・情報化構想推進負担

担

金　 ・ごみ処理広域化

当

実施計画負 ・コミュニ

課

ティＦＭ番組制作 ・コ

企

ミュニティＦＭ番組制

画

作
　30,400円 　

政

担金　692,400

策

円 　負担金　7,50

課

2,361円 　負担金

款

　7,570,981

項

円
・コミュニティＦＭ

目

番組制作 ・コミュニテ

担

ィＦＭ番組制作 ・検討

当

課題協議（協議会・幹

係

・検討課題協議（協議

政

会・幹
　負担金　7,

策

433,000円 　負

推

担金　7,433,0

進

00円 　事会・担当者

係

会） 　事会・担当者会

2

）
・検討課題協議（協

1

議会・幹 ・検討課題協

1

議（協議会・幹
　事会

0

・担当者会） 　事会・担当者会）

　コミュニティＦＭ番組制作を通
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